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1-1-1
1-1-2
1-1-3

耕種農業職種 営農証明書等の写し

○申請者の基準
①林業労働力の確保の促進に関する法律に基づく改善計画
認定通知書の写し
②森林経営管理法（平成三十年法律第三十五号）第三十六
条に基づく民間事業者として公表されているホームページ
等の写し
※①②のいずれかの資料

「実習実施予定表」の「技能実習の内容」の欄に
「安全衛生業務」として「育林・素材生産作業に関
する講習」を記載する必要あり。

○技能実習指導員の基準
・技能実習指導員の履歴書（参考様式第１－５号）
・技能検定合格証の写し （留意事項参照）
（以下は令和９年３月３１日までの経過措置）
①技能実習指導員の履歴書（１号及び２号は７年以上、３
号は１０年以上の実務経験が必要）
②研修修了者名簿登録証（現場管理責任者（フォレスト
リーダー））及び研修修了者名簿 における登録の有効期
限の延長通知書（登録証の発行日から起算して満５年を経
過する日の属する年度末日を超える場合に限る。）又は林
業労働力確保支援センターが証明する研修修了者名簿記載
証明書
※①か②のいずれかの資料

５年以上の実務経験に加え、以下の要件が必要とな
ります。
・第１号及び第２号
　１級又は２級の技能検定に合格した者又は３級の
技能検定に合格した者であって、その後育林・素材
生産作業について３年以上の経験を要する者
・第３号
　１級の技能検定に合格した者又は２級の技能検定
に合格であって、その後育林・素材生産作業につい
て３年以上の経験を要する者

○緊急時における連絡体制の整備
・林業職種育林・素材生産作業における技能実習生の受入
れに関する誓約書

○伐木作業に従事する現場における技能実習指導員の配置
・林業職種育林・素材生産作業における技能実習生の受入
れに関する誓約書

〇受入れ人数枠の確認
・人数に関する申請者の概要書

申請者の誓約書

技能実習生の待遇に関する事項について、漁船漁業に係る
事業協議会において協議が調った内容に沿うものであるこ
とを事業協議会が証する書類

技能実習生の数について、告示第３条で定める人数以内で
あることが分かる全日本海員組合が発行する確認書の写し
等

2-２-1 養殖業職種
技能実習生の待遇に関する事項について、養殖業に係る事
業協議会において協議が調った内容に沿うものであること
を事業協議会が証する書類

必ず原本を提出してください。やむを得ず写しを提
出する場合でも、後日原本を必ず提出してくださ
い。

養殖業参考様式第１号

1-3-1
林業職種
育林・素材生産
作業

林業参考様式第２号

林業参考様式第２号

林業参考様式第３号

2-1-1～
2-1-9

漁船漁業職種

漁船漁業参考様式第１号

漁船漁業参考様式第２号

（参考）移行対象職種・作業別に係る技能実習計画認定申請に係る提出書類一覧表

本提出資料一覧表に記載の確認書類は、移行対象職種・作業別の審査基準等の適合性確認に必要となるため提出を求めているもので、「技能実習計画認定申請に係る提出書類一覧・確
認表」に基づく提出書類に加えて追加提出いただくものです。申請する職種・作業に応じて該当する部分を確認いただき、ご提出のほどよろしくお願いいたします。
申請される対象職種・作業ごとに必要な確認書類は、「技能実習計画認定申請に係る提出書類一覧・確認表」に基づく資料の後に片面印刷（写しについて）で添付してください（ホチ
キスなし。）。なお、提出された資料は原則として返却できませんので、必要に応じて写しを作成・保管する等の事前準備をお願いいたします。
追加的に資料が必要であると認められる場合などには、本表に記載している資料以外の提出を求めることがあります。

対象の職種・
作業コード

対象の職
種・作業名

確認を要する書類 書式 留意事項
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建設業法第３条の許可を受けていることを証する書類

申請者の建設キャリアアップシステム事業者IDを明らかに
する書類

パスワードをマスキングの上提出してください。

建設キャリアアップシステム技能者登録誓約書 １号申請時のみ

技能実習生の建設キャリアアップシステム技能者IDを明ら
かにする書類
（※旧基準で認定された技能実習計画で１号または２号を終了し帰国した者が次号の
申請をする場合は建設キャリアアップシステム技能者登録誓約書を書き直して使用）

２号・３号申請時のみ
ただし、２号申請時に提出済みの場合は省略可

報酬に関する誓約書

人数に関する申請者の概要書

理由書及び建設告示第３条第１項第２号の基準への適合性
を立証する関係書類

建設告示第３条第１項第２号の適用を受けようとす
る場合
※企業単独型技能実習のみ

優良要件適合申請書（実習実施者） 建設告示第３条第２項の適用を受けようとする場合

3-8-1
とび職種とび作
業

解体工事を行う場合には、実習実施者が解体工事業の認可
を受けていることが分かる資料

解体工事を行う場合（とび職種として組立した仮設
建設物の解体のみであれば不要）

4-2-1

食鳥処理加工業
職種
食鳥処理加工作
業

実習実施者が実習を行う事業所に係る食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関する法律に基づく都道府県知事の許可
証の写し

4-6-1

牛豚食肉処理加
工業職種
牛豚部分肉製造
作業

実習実施者が実習を行う事業所に係る食品衛生法に基づく
食肉処理営業許可書の写し

4-6-2

牛豚食肉処理加
工業職種
牛豚精肉商品製
造作業

実習実施者が実習を行う事業所に係る食品衛生法に基づく
食肉処理業又は食肉販売業の営業許可書の写し

3-1-1～
3-22-1
6-6-1
7-6-1
7-6-3
7-7-1
7-7-2

※規則別記様式
第１号１欄の⑦
において日本標
準産業分類「Ｄ-
建設業」を選択
している場合に

限る。

建設関係職種

メール「【建設キャリアアップシ
ステム】事業者情報新規登録完了
「事業者ID」のお知らせ」又はハ
ガキ「建設キャリアップシステム
事業者情報登録完了のお知らせ」

の写し

建設参考様式第１号

建設キャリアアップカードの写し
（※建設参考様式第１号を書き直して使用する場

合・書き直しの詳細は各地方事務所・支所認定課に
連絡ください。）

建設参考様式第２号

　建設参考様式第３号

参考様式第1-26号

参考様式第1-2４号
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4-9-1
そう菜製造業職
種
そう菜加工作業

食品衛生法施行令に基づく許可の関係営業許可書の写し
（次のいずれか）
・そうざい製造業（サラダ、煮物、揚物、焼物等の製
造）、複合型そうざい製造業（HACCPに基づく衛生管理
を行う惣菜の製造）
・冷凍食品製造業（惣菜の冷凍品の製造であり、小売販売
用に包装された農水産物の冷凍品は対象外）
・複合型冷凍食品製造業（HACCPに基づく衛生管理を
行って製造する惣菜の冷凍品の製造であり、小売販売用に
包装された農水産物の冷凍品は対象外）
・飲食店営業（弁当、調理パン等の製造であり、外食は対
象外）

技能実習を行わせる場所と営業許可証に記載された
住所が異なる場合、その理由を書面で提出してくだ
さい（様式自由）。

4-10-1

農産物漬物製造
業職種
農産物漬物製造
作業

実習実施者に漬物製造管理士２級以上の有資格者が在籍し
ていることを示す資料（資格証及び有資格者の健康保険等
の被保険者証などの写し、非常勤の場合は、勤務形態がわ
かる資料の写し）

※健康保険等の被保険者証の被保険者等記号・番号
等をマスキングの上提出してください。

健康増進法に基づく特定給食施設（継続的に１回１００食
以上又は１日２５０食以上の食事を提供する施設）として
の届出を行っていることがわかる資料

実習実施者が自身の医療施設・福祉施設で行うのではな
く、受託業者として他者の医療施設・福祉施設で実習を実
施する場合
食品衛生法施行令許可（飲食店営業）の関係営業許可書の
写し

製造する食数を明らかにする資料（「特定給食施設栄養管
理報告書」、「給食施設栄養管理報告書」等の写し）

２号申請時において、１号認定時と技能実習を行わ
せる事業所の変更がない場合は省略可

6-12-1
機械保全職種
機械系保全作業

工場や生産ラインの予防保全、受入検査、故障個所の修
復、機械・器具、部品、用材の管理等に関する保全計画書
や保全部門のわかる組織図、写真付きフローチャート、.
機械保全業務のタイムテーブル表
等

6-16-1
6-16-2

アルミニウム圧
延・押出製品製
造職種
引抜加工作業
仕上げ作業

（一社）日本アルミニウム協会がホームページに掲載する
「事業場の安全衛生活動チェックリスト」を使用して自己
チェックを行ったもの

6-17-1
6-17-2
6-17-3

金属熱処理業職
種
全体熱処理作業
表面熱処理（浸
炭・浸炭窒化・
窒化）作業
部分熱処理（高
周波熱処理・炎
熱処理）作業

審査基準の「作業の定義」に記載されている事業場の要件
の②に合致する場合、金属熱処理技能士（特級又は１級）
の合格証書の写し

審査基準で定める要件については、モデル例を参考
にして、省令様式第１号の「実習実施予定表」の指
導体制の欄に記載すること。
なお、事業場の要件の②に合致する場合は、金属熱
処理技能士（特級又は１級）が1名以上勤務してい
ることになるが、審査基準上は、これらの金属熱処
理技能士（特級又は１級）が、当該技能実習生の指
導員になることまでは求めていないことに留意する
こと。

7-2-2
印刷職種
グラビア印刷作
業

全国グラビア協同組合連合会の確認証 技能実習を実施する事業場に係る確認証

7-3-1
製本職種
製本作業

断裁機に係る特別教育修了証の写し

３号申請時のみ
なお、事後的に同修了証を断裁作業前に提出する旨
の誓約書でも代替可（その場合、特別教育受講まで
は「断裁作業」を実施せず、他の必須作業を実施す
る計画である事を確認する必要がある。）

誓約書については、任意様式

4-11-1

医療・福祉施設
給食製造職種
医療・福祉施設
給食製造作業

任意様式

任意様式
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実習を実施する実習実施者の事業所が道路運送車両法第７
８条第一項の規定に基づき、地方運輸局長から受けた自動
車分解整備業の認証書（対象として二輪の小型自動車のみ
を指定されたもの及び対象とする業務の範囲を限定して行
われるものを除く。）の写し

技能実習計画認定申請書（別記様式第１号）第３面の「講
習内容」又は入国前講習実施（予定）表（参考様式第１－
２９号）

使用教材に以下の名称が記載されていること
①「基礎自動車整備作業」（一般社団法人日本自動
車整備振興会連合会作成）
②「外国人技能実習制度自動車整備職種安全衛生教
本」（外国人技能実習制度　自動車整備職種WG分
科会作成）

委託機関との間に締結された入国後講習等に係る契約書の
写し等委託関係を明らかにする資料及び委託機関の概要を
明らかにする資料

入国後講習等について、申請者又は監理団体が委託
する場合に限る。（この場合、契約書等の内容に教
材の指定が記載されているか確認する必要があ
る。）

技能実習指導員の基準
・自動車整備士技能検定合格証の写し（１号又は２号につ
いては１級又は２級。３号については１級）又は
・実務経験証明書及び自動車整備士技能検定合格証の写し
（１号又は２号については、３級の自動車整備士技能検定
合格証の写し。３号については２級の自動車整備士技能検
定合格証の写し）
実務経験証明書を添付する場合（１）から（３）のいずれ
かを添付
（１）自動車分解整備事業の認証を受けた事業主であるこ
とを証する書面の写し（道路運送車両法第７８条の自動車
分解整備事業の認証を受けた者の事業場で実務に従事した
場合に限る。）
（２）優良自動車整備事業の認定を受けた事業主であるこ
とを証する書面の写し（道路運送車両法第９４条の優良自
動車分解整備事業の認定を受けた者の事業場で実務に従事
した場合に限る。）
（３）承認を受けた特定給油所であることを証する書面の
写し（各都道府県自動車整備振興会から承認を受けた特定
給油所（自家用乗用自動車の４輪主ブレーキ及び駐車ブ
レーキがすべてディスク・ブレーキである自動車の１年ご
との定期点検整備（分解整備を除く。）を確実に実施した
とき、「定期点検検査整備促進運動」による点検整備済み
ステッカーを交付できる給油所））

実務経験証明書については、３年以上の実務経験が
必要

7-12-1

ビルクリーニン
グ職種
ビルクリーニン
グ作業

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第１２条の
２第１項に掲げる登録業種のうち、第１号の「建築物清掃
業」又は第８号の「建築物環境衛生総合管理業」の登録を
受けたことを示す登録証の写し

技能実習を実施する営業所における登録証

7-14-1

クリーニング職
種
リネンサプライ
仕上げ作業

実習実施者の実習を行う施設が衛生基準の認定を受けてい
ることが分かる資料（ホテルリネン関係であれば、（一
社）日本リネンサプライ協会の認定を受けたことが分かる
資料・病院寝具関係では（一財）医療関連サービス振興会
の認定を受けたことが分かる資料）

実習実施者が実習を行う宿泊施設における旅館業法第３条
第１項の規定による旅館・ホテル営業の許可を証する書類

実習実施者が実習を行う宿泊施設における食品衛生法第５
５条に規定する営業許可として食品衛生法施行令第３５条
第１号の飲食店営業に係る営業許可書の写し

7-16-1
宿泊職種
接客・衛生管理
作業

7-11-1
自動車整備職種
自動車整備作業
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（一財）日本品質保証機構が発行するJIS規格JIS
Z7311：2010の認証書又は自治体が発行する「産業廃
棄物処分業許可証」の写し

労働基準監督署に提出した「安全管理者選任報告書」又は
「安全管理者選任時研修修了証」の写し 常時５０人以上の労働者を使用する工場

安全衛生推進者の氏名を掲載している箇所の写真 常時５０人未満の労働者を使用する工場

安全衛生委員会を設置し毎月１回以上開催するとともに議
事の概要を労働者に周知していることが分かる直近３月分
の議事の概要

（一社）日本RPF工業会が定めるひな型に準じて制定した
安全衛生規定

7-18-1

鉄道施設保守整
備職種
軌道保守整備作
業

軌道保守整備作業に関して行われる作業の仕上がりを確認
する者として、各鉄道事業者が認めた作業責任者（工事管
理者等）であることを証する身分証の写し

7-19-3

ゴム製品製造職
種
混練り圧延加工
作業

技能実習指導員が（一社）日本ゴム工業会が提示した基準
の技能を有し（一社）日本ゴム工業会に登録した者である
ことを証する資料

１号申請時のみ

7-21-1
木材加工職種
機械製材作業

「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規
範：木材産業）事業者向け」（令和３年２月26日付け２
林政産第168号林野庁長官）に基づく取組状況につい
て、（一社）全国木材組合連合会の確認を受けた安全規範
チェックシート確認証

7-17-1
RPF製造職種
RPF製造作業

任意様式
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